
  

  

低所得者の利用者負担軽減措置 

 

１ 低所得者の利用者負担軽減措置について 

 介護保険制度では、所得の少ない方に対する利用者負担の軽減制度があります。 

 それぞれ、必要書類を添えて申請が必要で、申請窓口は、各市の介護保険担当課となります。 

 申請書類を広域連合で審査し、各軽減制度の対象要件を満たす場合は、申請者へ認定証を交付

いたします。交付された認定証を、対象となる利用事業所へ提示することによって、利用者負担

の減免を受けることができます。 

 

２ 主な利用者負担軽減制度 

① 特定入所者介護サービス費（負担限度額）・・・食費・居住費の軽減 

② 社会福祉法人等利用者負担軽減制度 ・・・・・利用者負担・食費・居住費の４分の１軽減 

③ 居宅サービス利用者負担額軽減事業 ・・・・・利用者負担の２分の１軽減 

 

３ 認定証の有効期限 

各軽減制度の認定の有効期間は下記のとおりです。 

有効期間開始日 → 申請月の初日 

有効期間終了日 → 認定日以降の最初の７月末日 

 例）令和５年４月２５日申請の場合の有効期間 →令和５年４月１日から令和５年７月３１日  

 

４ 認定証の更新について 

各軽減制度の認定を引き続き受けるには、毎年更新の申請が必要となります。 

前年度認定者には６月下旬から７月上旬に更新の案内を送付します。更新の場合の認定証の発

送は、毎年８月の半ば頃となっております。 

８月中に更新申請がない場合は、有効期限切れとなります。（新規申請として改めて申請は可

能ですが、９月以降の認定となります。） 

 

５ 認定証の再発行 

 認定証を紛失した場合、市役所窓口で再発行の申請をすることができます。その際、通帳の添

付は不要です。１週間程度で、新しい認定証を広域連合より発送します。 
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特定入所者介護サービス費（負担限度額） 

 

１ 制度概要 

施設サービス・短期入所サービスを利用した場合に所得や資産等が一定以下の低所得者の方に

対して、食費と居住費が軽減される制度です。所得の状況に応じて負担限度額が設定され、限度

額を超える分は特定入所者介護サービス費として介護保険から給付されます。（補足給付） 

 

２ 対象施設 ※グループホーム、サービス付き高齢者住宅、デイサービス等は対象外です。 

 ・介護保険施設（介護老人福祉施設／介護老人保健施設／介護療養型医療施設／介護医療院） 

 ・ショートステイ 

 

３ 対象要件  ※別紙フロー図で対象要件を確認してください。 

≪所得の要件≫    世帯全員が住民税非課税であること 

           ※世帯を分離している配偶者や内縁関係者も世帯員として含まれます。 

≪預貯金等の要件≫ 本人または夫婦の預貯金等が一定額以下であること 

老齢福祉年金受給者

2 年金収入等80万円以下 単身：650万円以下、夫婦：1,650万円以下

３ー１ 年金収入等80万円超120万円以下 単身：550万円以下、夫婦：1,550万円以下

３ー２ 年金収入等120万円超 単身：500万円以下、夫婦：1,500万円以下

1
　　　　生活保護受給者

単身：1,000万円以下、夫婦：2,000万円以下

世
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負担段階
所得の状況 預貯金等の要件

 

 

４ 居住費・食費の自己負担限度額（１日あたり） 

従来型

個室
多床室

ユニット型

個室

ユニット型

個室的多床室
施設

ショート

ステイ

1
490円

（320円）
0円 820円 490円 300円 300円

2
490円

（320円）
370円 820円 490円 390円 600円

３ー１
1,310円

（820円）
370円 1,310円 1,310円 650円 1,000円

３ー２
1,310円

（820円）
370円 1,310円 1,310円 1,360円 1,300円

※（　）内の金額は、介護老人福祉施設に入所した場合または短期入所生活介護を利用した場合の額です。

居住費（滞在費） 食費
利用者

負担段階

 

５ 提出書類 

 ・介護保険負担限度額認定申請書 （市役所窓口にあり。広域連合 HPからもダウンロート可） 

 ・本人及び配偶者の預貯金通帳等のコピー（最終残高を含む直近２カ月程度の明細が分かるも

の、定期預金や積立金がある場合はその通帳又は証書） 



特定入所者介護サービス費（負担限度額）の決まり方

　　　　  ●第三段階（2）：前年度の合計所得金額＋年金収入額が120万円超

申請の前にご一読ください

〇申請書をご提出いただく前に、次のフロー図で負担限度額 認定証の交付対象者かどうか、

　ご確認ください。

〇非該当となる人は申請書をご提出いただいても、負担限度額認定証は交付されません。

※１・・・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、介護療養型医療施設への入所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、ショートステイ（（介護予防）短期入所生活介護・（介護予防）短期入所療養介護）の利用

※２・・・預貯金、現金、有価証券等の額の合計から、負債（住宅ローンや借入金等）を差し引いた金額

※３・・・●第一段階：生活保護受給者の方等　　　●第二段階：前年度の合計所得金額＋年金収入額が80万円以下

　　　　  ●第三段階（1）：前年度の合計所得金額＋年金収入額が80万円超120万円以下

あなたは対象となる介護サービス（※１）をご利用されているか、

またはご利用予定はありますか？

ご利用開始前に、改めてご申請ください。

いいえ、利用していません。

（利用予定はありません。）

あなたと、あなたと同じ世帯にいる全員が市民税非課税者ですか？

はい、利用中です。

（利用予定があります。）

はい、全員が市民税非課税者です。 いいえ、市民税課税者がいます。

非該当

配偶者はいらっしゃいますか？（内縁関係の人も含む）

はい、同じ世帯にいます はい、別の世帯にいます いいえ、配偶者はいません

あなたと配偶者の方の

預貯金等（※2）の額の

合計は下記の基準以下

ですか？（※3）
・第一段階の方 ：2,000万円

・第二段階の方 ：1,650万円

・第三段階（1）の方：1,550万円

・第三段階（2）の方：1,500万円

配偶者の方も市民税非

課税者ですか？

あなたの預貯金等（※2）

の額の合計は下記の基

準以下ですか？（※3）
・第一段階の方 ：1,000万円

・第二段階の方 ： 650万円

・第三段階（1）の方： 550万円

・第三段階（2）の方： 500万円

はい いいえ

はい いいえ

非該当

はい いいえ

該当 非該当

・介護保険負担限度額認定申請書

・預貯金等通帳等の写し など

スタート

該当 非該当



  

  

社会福祉法人等利用者負担軽減制度 

 

１ 制度概要 

 社会的な役割のある社会福祉法人等による負担を基本として、生計が困難な低所得者の利用者

負担軽減を行う制度です。 

要件をすべて満たす方が、対象となるサービスを利用した場合、利用者負担と食費・居住費が

原則４分の１軽減されます。（社会福祉法人が実施する事業のみ）なお、生活保護受給者は個室

の居住費のみ全額軽減されます。 

 

２ 対象施設及び軽減率 

対象サービスの種類 利用者負担 

軽減率 

１割負担分 

(老齢福祉年金受給者) 

食費・居住費 

(老齢福祉年金受給者) 

訪問介護※、夜間対応型訪問介護、 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
介護費に係る利用者負担 

25/100 

（50/100） 

25/100 

（50/100） 

通所介護※、認知症対応型通所介護※ 介護費に係る利用者負担、食費 
25/100 

（50/100） 

25/100

（50/100） 

小規模多機能型居宅介護※、 

複合型サービス 
介護費に係る利用者負担、食費、宿泊費 

25/100 

（50/100） 

25/100

（50/100） 

短期入所生活介護※ 介護費に係る利用者負担、食費、滞在費 
25/100 

（50/100） 

25/100

（50/100） 

介護老人福祉施設、地域密着型介護老

人福祉施設生活介護 
介護費に係る利用者負担、食費、居住費 

25/100 

（50/100） 

25/100

（50/100） 

※予防含む 

 

３ 対象要件 ※別紙フロー図で対象要件を確認してください。 

① 世帯全員が住民税非課税であること 

② 年間収入が単身世帯で 150万円以下、世帯員が１人増えるごとに 50万円を加算した額以下

（世帯収入とは、給与、年金、恩給、雇用保険、仕送り及びその他一切の収入をいう。) 

③ 預貯金の額が単身世帯で 350万円、世帯員が１人増えるごとに 100万円を加算した額以下 

④ 日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと 

⑤ 負担能力のある親族等（住民税課税者）に扶養されていないこと 

⑥ 介護保険料を滞納していないこと 

 

４ 提出書類 

 ・社会福祉法人等利用者負担軽減対象確認申請書 

 ・収入等状況申告書 

 ・世帯員全員の預貯金通帳等のコピー（前年１月１日から直近までの明細が分かるもの、定期

預金や積立金がある場合はその通帳又は証書） 

 

 



社会福祉法人等による利用者負担軽減対象者の決まり方　

生活保護を受けていますか？

あなたの世帯に住民税を納め
ている方はいますか？

対象となりません。
あなたの世帯全員の前年
１年間の収入は右の基準
額を超えていますか？

対象となりません。

対象となりません。

あなたの世帯全員の預
貯金額は右の基準額を
超えていますか？

軽減対象となる可能性が

あります。

世帯全員の１年間の収入は、給与収入・年金収入・その他の
所得の合算額とし、収入には市民税のかからない「遺族年
金」「障害年金」「遺族恩給」「雇用保険」「親族からの仕送り」
等あらゆる収入を含みます。

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

申請についてご不明な点は、広域連合にご連絡ください。

※ 軽減の申請をされる前に、あなたの世帯全員が住民税を支払っ
ていないこと、また世帯全員の１年間の収入が基準額以内であ
ることをよく確認してください。

基準額
（単身世帯で150万円、世帯員が1人増えるごとに50万円加算）

○１人の世帯：１５０万円 ○２人の世帯：２００万円
○３人の世帯：２５０万円 ○４人の世帯：３００万円

注意
あなたが、世帯外の市民税を課
税されている方に扶養されている
場合や、生計を共にしている場合
は、軽減の対象となりません。

基準額
（単身世帯で350万円、世帯員が1人増えるごとに100万円
加算）

○1人の世帯：350万円 ○2人の世帯：450万円

○3人の世帯：550万円 ○4人の世帯：650万円

注意
世帯が所有する資産が、すべ
て日常生活のために必要な資
産（世帯が居住するための家屋
など）でない場合は、軽減の対
象となりません。

個室の居住費について

軽減対象となります。



  

  

居宅サービス利用者負担額軽減事業 

 

１ 制度概要 

低所得者の居宅サービスの利用促進を図るため、当広域連合の単独事業として実施しています。 

要件をすべて満たす方が、対象となるサービスを利用した場合、利用者負担額が５０％軽減さ

れます。なお、生活保護受給者は対象外となります。 

 

２ 対象施設 

・訪問介護・介護予防訪問介護相当サービス 

・訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

・訪問看護・介護予防訪問看護 

・訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

・通所介護・介護予防通所介護相当サービス 

・通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

・認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

・小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

・看護小規模多機能型居宅介護 

・居宅介護巡回・随時対応型訪問介護看護 

 

３ 対象要件 ※別紙フロー図で対象要件を確認してください。 

① 世帯全員が住民税非課税であること 

② 年間収入が単身世帯で 150万円以下、世帯員が１人増えるごとに 50万円を加算した額以下

（世帯収入とは、給与、年金、恩給、雇用保険、仕送り及びその他一切の収入をいう。) 

③ 預貯金の額が単身世帯で 350万円、世帯員が１人増えるごとに 100万円を加算した額以下 

④ 日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと 

⑤ 負担能力のある親族等（住民税課税者）に扶養されていないこと 

⑥ 介護保険料を滞納していないこと 

 

４ 提出書類 

 ・居宅サービス利用者負担額軽減対象申請書 

 ・収入等状況申告書 

 ・世帯員全員の預貯金通帳等のコピー（前年１月１日から直近までの明細が分かるもの、定期

預金や積立金がある場合はその通帳又は証書） 

 

５ 社会福祉法人等利用者負担軽減制度との併用について 

 居宅サービス利用者負担額軽減事業および社会福祉法人等利用者負担軽減制度について、対象

要件と提出書類は全く同じとなっております。 

 そこで、社会福祉法人が実施する上記の対象施設を利用する場合は、社会福祉法人等利用者負

担軽減制度も同時に申請をしてください。 

 



居宅サービス利用者負担軽減対象者の決まり方　

生活保護を受けていますか？

対象となりません。
あなたの世帯に住民税を納
めている方はいますか？

対象となりません。 あなたの世帯全員の前
年１年間の収入は右の
基準額を超えています
か？

対象となりません。

対象となりません。

あなたの世帯全員の預貯
金額は右の基準額を超え
ていますか？

軽減対象となる可能性

があります。

世帯全員の１年間の収入は、給与収入・年金収入・その他の
所得の合算額とし、収入には市民税のかからない「遺族年
金」「障害年金」「遺族恩給」「雇用保険」「親族からの仕送り」
等あらゆる収入を含みます。

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

申請についてご不明な点は、広域連合にご連絡ください。

※ 軽減の申請をされる前に、あなたの世帯全員が住民税を支払っ
ていないこと、また世帯全員の１年間の収入が基準額以内であ
ることをよく確認してください。

基準額
（単身世帯で150万円、世帯員が1人増えるごとに50万円加算）

○１人の世帯：１５０万円 ○２人の世帯：２００万円
○３人の世帯：２５０万円 ○４人の世帯：３００万円

注意
あなたが、世帯外の市民税を
課税されている方に扶養されて
いる場合や、生計を共にしてい
る場合は、軽減の対象となりま
せん。

基準額
（単身世帯で350万円、世帯員が1人増えるごとに100万円
加算）

○1人の世帯：350万円 ○2人の世帯：450万円
○3人の世帯：550万円 ○4人の世帯：650万円

注意
世帯が所有する資産が、すべ
て日常生活のために必要な資
産（世帯が居住するための家屋
など）でない場合は、軽減の対
象となりません。


